
品川区の教育政策に関するアンケート調査 

調査結果

I  アンケート調査の概要

調査趣旨１.

18歳以上の区民（学齢期の子どもをもつ保護者に限らない）を調査対象に、
品川区の教育施策（特に学校と家庭・地域間の連携や学校選択制度）に関

する区民意識を把握し、品川区の教育政策に反映させる。

調査方法・対象２.

調査地域：品川区内全域

調査対象：区内在住の満 18歳以上の男女個人
対象者数：2,000人
抽出方法：住民基本台帳から完全無作為抽出

調査実施期間３.

平成 28年 12月 14日～12月 28日

回収状況４.

有効回答数：571（有効回答率 28.6％）
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II  アンケート調査結果（概要）

回答者の属性１.

（１） 問１ 性別

回答者の性別は、女性（64.9%）の方が多い。

（２） 問２ 年齢

18～19歳を除き、概ね全世代 2割前後の回答を得られている。

(回答数 561) 

(回答数 563) 
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（３） 問３ 品川区での居住歴

品川区の居住歴は、30 年以上が約 4 割と最多であり、区内に長く住む住民からの
声を多く集めることができたといえる。

（４） 問４ 居住地区

居住地区は、概ね区内満遍なく回答が得られた。東八潮と広町のみ、回答がなかっ

た。

(回答数 563) 

(回答数 563) 
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（５） 問５ 世帯構成

世帯構成は、親と子が 4割強と最多の割合である。

（６） 問６ 子どもの有無

子どもの有無別では、子どもを有する回答者が 7割弱に達しているが、子どもがい
ない回答者も 3割強含まれている。

(回答数 565) 

(回答数 552) 
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（７） 問 7 子どもの年齢

子どもの年齢は、学齢期の子どもは 1～2割程度にとどまり、就学前の子どもや 19
歳以上の子どもをもつ保護者からの回答も得られている。

25.2%

20.3%

9.5%

10.0%

51.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

6歳未満

6歳～12歳

13歳～15歳

16歳～18歳

19歳以上

(n=369)
(回答数 369) 
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学校・家庭・地域社会の連携づくりの取り組みについて２.

（１） 問８ 住んでいる地域の品川区立学校に期待すること（複数回答有）

住んでいる地域の品川区立学校に期待することは、「災害時・緊急時の避難拠点」

（73.8%）が最も割合が高い。
「図書館や校庭・体育館の開放など学習機会の提供」（46.2%）、「児童・生徒に
地域のことを知ってもらう学習機会の提供」（36.0%）が続いている。

27.8%

36.0%

15.6%

19.2%

46.2%

28.1%

73.8%

7.7%

2.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

地域の活動への学校の参加､協力

児童･生徒に地域のことを知ってもらう学習機会の提供

学校便りなどの情報の発信

地域内の情報や関係者の集まる拠点となる

図書館や校庭･体育館の開放など学習機会の提供

地域住民と児童･生徒の交流の場の提供

災害時･緊急時の避難拠点

特にない

その他

(n=558)
(回答数 558) 
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（２） 問９ 地域の品川区立学校に現在協力していること／今後協力してみたいこと

（複数回答有）

地域の品川区立学校に現在協力していること／今度協力してみたいことでは、すべ

ての項目で「今後協力してみたい」割合が高くなっている。

特に、「環境整備活動」（27.8%）、「運動会や文化祭などの学校行事の支援」（23.1%）、
「放課後の子どもたちの見守り活動」（22.5%）といった項目の割合が高い。

5.0%

2.3%

1.0%

6.0%

1.7%

12.4%

4.0%

4.7%

73.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

学習支援

図書の読み聞かせや整理･貸し出し

部活動･ｸﾗﾌﾞ活動の指導

通学路における登下校時の見守り活動

放課後の子どもたちの見守り活動

運動会や文化祭など学校行事の支援

環境整備活動

その他

協力していない

(n=299)

19.1%

18.5%

12.4%

21.1%

22.5%

23.1%

27.8%

2.8%

38.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

学習支援

図書の読み聞かせや整理･貸し出し

部活動･ｸﾗﾌﾞ活動の指導

通学路における登下校時の見守り活動

放課後の子どもたちの見守り活動

運動会や文化祭など学校行事の支援

環境整備活動

その他

協力したくない

(n=507)－現在協力していること－ －今後協力してみたいこと－

学習支援

図書の読み聞かせ
や整理・貸し出し

部活動・クラブ活動
の指導

通学路における登下校時
の見守り活動

放課後の子どもたち
の見守り活動

運動会や文化祭などの
学校行事の支援

環境整備活動

その他

協力していない

学習支援

図書の読み聞かせ
や整理・貸し出し

部活動・クラブ活動
の指導

通学路における登下校時
の見守り活動

放課後の子どもたち
の見守り活動

運動会や文化祭などの
学校行事の支援

環境整備活動

その他

協力していない

(回答数 299) (回答数 507) 
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（３） 問 10学校･家庭･地域社会のつながりのために行ったほうがよいと思う取組み

（複数回答有）

学校・家庭・地域社会のつながりのために行った方がよいと思う取組みは、「地域

のお祭りに子どもたちが参加する」（50.3%）が最も割合が高い。
「取り組む必要はない」が 2.6%と最も低い割合となっていることからも、学校と
家庭や地域との連携の必要性は認識されていることがわかる。

47.9%

44.1%

11.5%

17.1%

50.3%

41.7%

17.3%

48.6%

26.0%

33.7%

19.1%

4.6%

2.6%

2.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

地域で遊びやｽﾎﾟｰﾂができる環境をつくる

大人が地域の子どもに関心をもち､積極的に声を掛ける

保護者や地域住民などが学校運営に関わる

地域の教育力を活用して学校の教育活動を支援する

地域のお祭りに子どもたちが参加する

地域の伝統芸能やｽﾎﾟｰﾂ･芸術活動に子どもたちが参加する

地域の少年野球やﾊﾞﾚｰﾎﾞｰﾙﾁｰﾑなどの活動に住民が協力する

地域の防災訓練に住民が参加するとともに､学校も協力する

家族同士の交流など近所づきあいを活発にする

子どもが保護者以外の大人と触れ合う機会を増やす

学校がﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ等で情報を発信する

PTA活動を活性化する

取り組む必要はない

その他

(n=549)
(回答数 549) 
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学校選択制について３.

（１） 問 11 学校選択制の認知状況

学校選択制の認知状況は、「内容を知っている」は 4割強に止まり、「聞いたことが
あるが内容は知らない」（34.5%）、「聞いたことがない」（24.0%）を合わせると半
数以上に達する。

（２） 問 12 学校選択制について良いと思うところ（複数回答有）

学校選択制について良いと思うところは、「教育活動の内容で学校が選べる」が 6
割強で最も割合が高い。

64.6%

55.6%

30.2%

43.3%

19.0%

24.7%

44.4%

35.2%

9.8%

45.1%

5.0%

3.5%

1.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

教育活動の内容で学校が選べる

施設や設備の面で学校が選べる

規模で学校が選べる

学校を選ぶことで子どもや保護者が学校により関心をもつ

特徴のある学校が地域にあると､その地域のｲﾒｰｼﾞが向上する

友人関係で学校が選べる

通学距離で学校を選べる

ｸﾗﾌﾞ活動や部活動で学校を選べる

標準服で学校を選べる

各学校が切磋琢磨し､特色ある教育活動の展開等が進む

特にない

わからない

その他

(n=457)

(回答数 455) 

(回答数 457) 
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（３） 問 13 学校選択制について良くないと思うところ（複数回答有）

学校選択制について良くないと思うところは、「児童・生徒数が少ない学校が生じ

てしまう」（53.4%）、「児童・生徒数が多い学校が生じてしまう」（45.7%）の 2つ
の項目が高い割合となっており、児童・生徒数の配分についての意識が強い。

29.4%

44.6%

45.7%

53.4%

24.3%

18.1%

14.6%

28.5%

8.2%

5.7%

3.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

通学時や災害時に安全面に不安がある

条件しだいで希望校に入学できない可能性がある

児童･生徒数が多い学校が生じてしまう

児童･生徒数が少ない学校が生じてしまう

地域と子どもがいる家庭の関係が希薄になる

地域と学校の関係が希薄になる

児童･生徒の住まいが広域にわたり､家庭訪問が困難になる

兄弟で同じ学校へ入学できない場合が生じてしまう

特にない

わからない

その他

(n=453)(回答数 453) 
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（４） 問 14-1 子ども（孫）に選ぶ学校のタイプ（１～６学年について）

子ども（孫）が通う際に選ぶ学校タイプ（問 14）について、小学校段階（1～6学
年）は、「学級数に関係なく家から近い学校」（22.9%）で最多の割合である。

（５） 問 14-2 子ども（孫）に選ぶ学校のタイプ（７～９学年について）

中学校段階（7～9学年）は、「各学年 3学級程度の生徒数が中程度」（21.0%）が最
も割合が高い。

(回答数 406) 

(回答数 414) 
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（６） 問 15-1 小学校段階の徒歩範囲の通学時間（片道）

徒歩範囲の通学時間（片道）（問 15）は、小学校段階では、「徒歩 20分未満まで」
で、全体の 9割弱を占めている。

（７） 問 15-2 中学校段階の徒歩範囲の通学時間（片道）

中学校段階では、「徒歩 30分未満まで」で約 8割を占めている。

(回答数 456) 

(回答数 453) 
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（８） 問 16 品川区の学校選択制について

品川区への学校選択制度への評価は、「良い制度だと思う」が約 5 割で最多の割合

となっている。

ただし、品川区が毎年学齢期の子どもを持つ保護者向けに実施しているアンケート

結果では 7 割程度が肯定的な評価をしているのに比べると低い割合である。

（９） 問 17 学校選択制で見直すと良いと思うところ

※問 16で「制度の一部を見直しして続けたほうがよい」または「どちらかという

とやめた方がよい」または「やめた方がよい」を選択した方のみが回答

学校選択制で見直すと良いと思うところは、「小学校段階の学校選択制を廃止する」

が 42.9%と最も割合が高い。

17.8%

19.0%

8.6%

42.9%

16.6%

8.0%

10.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

小学校段階でも区内全域から選択できるようにする

小学校段階で選択できる学校の数を少なくする

中学校段階で選択できる学校の数を少なくする

小学校段階の学校選択制を廃止する

中学校段階の学校選択制を廃止する

わからない

その他

(n=163)

(回答数 567) 

(回答数 163)
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I  アンケート調査の概要 

調査対象：品川区内の全町会長・自治会長 203 人  ・調査期間：平成 29 年 4 月 19 日～6 月 30 日

有効回答数：71（有効回答率 35.0％）

調査方法と分析方法：回答は自由記述方式で収集し、内容が類似する設問を類型化して分析を行った。

II  調査結果 

（１） 学区域について

・大分類では、学区域変更に反対（変更しない方がよい、現状維持）が 10 件、変更を容認（変更すべ

き、場合により変更してもよい）が 21 件、賛否が明確に読み取れない意見が 55 件であった。

・内容別では、学区域変更に反対の意見の中では、「不満・問題はない」とする意見が多数であったが、

「学区域を守るべき」や「災害対策との関係」の趣旨の意見も見られた。学区域の変更を容認する意

見の中では、「児童数・生徒数の考慮」を趣旨とする意見が７件と最も多い。

【具体的意見（要旨）の一部抜粋】 

・（町会が）２つの学区域にまたがっているため、避難場所の小学校と異なる小学校に通う家庭にはな

じみがなく、いざという時に不安。 

・学区域は変更すべきではない。ただし、急激な就学人口の増加が見込まれる地域については、一時的

に変更するか、変更できるような柔軟な対応が必要。 

・町会単位で同じ小学校に通い、小学校単位で同じ中学校に通うという、町会をベースとした学区域が

望ましい。 

（１）学区域についての回答分類別件数 

（注）複数の分類に跨る回答や、回答がない場合もあるため、有効回答数と合計数は合致しない。 

大分類 件数 内容別（内訳） 件数 

変更しない方がよい、現状維持 10 

不満・問題はない 3 

学区域を守るべき 2 

災害対策との関係 2 

児童数・生徒数の考慮 1 

その他 2 

変更すべき、場合により変更してもよい 21 

児童数・生徒数の考慮 7 

子どもの安全・安心 4 

町会域を重視すべき 3 

災害対策との関係 2 

学校選択制と併せた検討が必要 2 

その他 3 

その他 55 

地域活動への影響 10 

学校選択制と併せた検討が必要 8 

町会域を重視すべき 6 

義務教育学校について 6 

災害対策との関係 5 

児童数・生徒数の考慮 4 

子どもの安全・安心 4 

学区域を守るべき 1 

不満・問題はない 1 

その他 10 

合計 86 合計 86 

学事制度審議会に関する区政協力委員の意見調査 集計結果
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（２） 学校選択制について

・大分類では、「賛成、現状維持」が 11 件、「制度の見直しが必要、選択制によるマイナスの影響や不

安あり」が 68 件、「廃止すべき」が８件、明示的な意見は示されていない意見（その他）は 13 件で

あった。

・内容別では、「制度の見直しが必要、選択制によるマイナスの影響や不安あり」のなかでも、特に「地

域・町内会・住民との結び付き」を懸念する意見が 32 件と最も多い。

【具体的意見（要旨）の一部抜粋】 

・学校選択で他の地域の学校に行っている子どもたちとは交流がなく、近隣地域の絆も生まれない。 

・災害時、遠方より通う子どもたちのことを考えると、学校選択制は反対。 

・学校選択制を取り入れたことで、子どもの適性を見て学校を選択できることや、各学校の特色を出す

ために、いろいろ学校単位で工夫が見られることも良い。 

・子どもの安全や郷土愛を醸成する上でも、選択制は学区域を補てんする程度で良いのでは。 

・広範囲で区域を決めず、狭い範囲での選択にしたほうがよい。 

（２）学校選択制についての回答分類別件数 

大分類 件数 内容別（内訳） 件数 

賛成、現状維持 11 
現状維持 10 

その他 1 

制度の見直しが必要、選択制によるマイナスの
影響や不安あり 

68 

地域・町内会・住民との結び付き 32 

児童・生徒数の偏りについて 10 

学区域との関係性 8 

学校選択の理由・背景について 5 

子どもの安全・安心 5 

教育機会の公平性の確保について 2 

途中入学者との格差 1 

その他 5 

廃止すべき 8 

廃止    4 

子どもの安全・安心    1 

地域・町内会・住民との結び付き    1 

学校選択の理由・背景について    1 

その他    1 

その他 13 

地域・町内会・住民との結び付き 2 

教育機会の公平性の確保について 2 

子どもの安全・安心 1 

効果検証の必要性 1 

学校選択の理由・背景について 1 

意見無し 2 

その他 4 

合計 100 合計 100 

（注）複数の分類に跨る回答や、回答がない場合もあるため、有効回答数と合計数は合致しない。
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（３） 「その他（自由回答）」について

・その他、品川区の学校教育に関し、自由に意見を求めている設問に対する回答を、意見の内容別に大

別すると、「教員について」、「地域・町会との連携について」がそれぞれ 10 件で最も多くなっている。

【具体的意見（要旨）の一部抜粋】 

・先生方の多大な負担を軽減するような支援の仕組みが必要。 

・地域とともにある学校づくりに賛成。協力し合い良い方向に持っていけたらと考えている。 

・勉強する理由は、自分のためだけでなく、周りの人やこれからの未来の人のためにあるといった貢献

意識や社会性（思いやり）を学ばせて欲しい。

（３）「その他（自由回答）」についての回答分類別件数 

内容別（内訳） 件数 

教員について 10 

地域・町会との連携について 10 

義務教育学校について 8 

教育内容について 6 

いじめ・不登校問題等について 5 

学校選択制について 5 

行事参加カードについて 4 

教育委員会への要望 3 

特別支援学級について 2 

その他 13 

合計 66 

（注）複数の分類に跨る回答や、回答がない場合もあるため、有効回答数と合計数は合致しない。
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学校改築にあたっての検討事項 

○ 公共施設等の長寿命化に係る計画 

・「文部科学省インフラ長寿命化計画（行動計画）」（平成２７年３月）

⇒政府の「インフラ長寿命化基本計画」（平成２５年１１月）に基づき、文部科学省と

しての行動計画を策定。

【目指す姿】・各設置者における「メンテナンスサイクル」の構築

・改築中心から長寿命化への転換による、中長期的な維持管理等に係るト

ータルコストの縮減・平準化

参考：H27.4 文部科学省「学校施設の長寿命化計画策定に係る手引」

※ 区では、これまでの区有施設に関する様々な取組みや国の動向を踏まえ、品川区における

公共施設等総合管理計画として「品川区公共施設等総合計画」を平成 29年に策定した。

◆ 区立学校では昭和 30～40 年代に建設した多くの校舎で老朽化が進行している。また、

就学人口増による教室不足が顕在化するなど、施設整備の必要性が高まっている。 

⇒今後は、全面改築だけでなく長寿命化も検討。 

○ 学校施設の複合化について 

・地域の実情・ニーズへの対応や施設の有効活用の観点から、学校施設の複合化も考慮。

・複合化にあたっては、学校施設の役割を念頭に、地域コミュニティの強化にもつなが

るものとなるように計画・設計することが重要。

参考：H27.11「学習環境向上に資する学校施設の複合化の在り方について」

（文科省「学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議」編）

＜品川区立学校の複合施設化の事例＞ 

・豊葉の杜学園（平成 24 年度改築） 

小中一貫校、幼保一体施設、地域センターの３種類の施設を複合化。 
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○ 学校改築年度および未改築校（平成 29年 7 月）

校舎

建築年度
荏原西地区 荏原東地区 大崎地区 品川地区 大井地区 八潮地区

平成７年

平成17年

平成18年

平成19年

平成20年

平成21年

平成22年

平成23年

平成24年

平成25年

平成26年

平成27年

平成28年

平成29年

平成30年

平成31年

平成32年

平成33年

未改築校 　※学校番号順

小学校

中学校

戸越台中

台場小荏原五中

第二延山小

小山小

荏原六中

清水台小

鮫浜小

荏原一中

第一日野小

大原小

浜川中

鈴ヶ森小

立会小

京陽小

伊藤小旗台小

中延小

小山台小

第四日野小

大井第一小

源氏前小

浜川小

浅間台小

戸越小

城南第二小延山小 宮前小

三木小

冨士見台中

大崎中 東海中

芳水小

山中小

日野学園

伊藤学園

八潮学園

荏原平塚学園 品川学園

豊葉の杜学園

鈴ヶ森中

上神明小

御殿山小

後地小 城南小

校舎竣工予定年度

第三日野小
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品 教 庶 発 第 1 6 3 号 

品川区学事制度審議会 

 次に掲げる事項について、下記理由を添えて諮問します。 

義務教育９年間の一貫教育のさらなる充実および地域との連携強化に向け、区立学

校における適正な教育環境を確保するための方策について 

平成 28 年 10 月 27 日 

                               品川区教育委員会 

教育長  中 島   豊 

＜理由＞ 

 平成 11 年度に「品川区の教育改革プラン 21」を策定し、学校選択制、外部評

価制度、学力定着度調査、さらには小中一貫教育の実施などの教育改革に取り

組み、義務教育の質の向上に努めてきた。十数年が経過した現在、教育改革の

取り組みは定着し、充実期に移ったと言える。 

また、国では教育委員会制度の改正をはじめ、義務教育学校制度の法制化等、

教育に関する制度は大きな転機を迎えている。 

区ではこうした転機を捉え、教育改革の成果を踏まえつつ新しい「品川教育」

を創生する「品川教育ルネサンス-For The Next Generation-」を進めている。

具体的には、義務教育学校の設置と義務教育９年間の教育体制の構築、コミュ

ニティ・スクールの推進、教育要領の策定と教育課題への対応などに取り組ん

でいく。 

一方では、近年、大規模開発などの影響もあり、一部の学区域で就学人口の

増加が著しく、今後の区立学校の受入体制の確保は重要な課題となっている。

加えて、学校選択制のあり方や、校舎の老朽化などの検討も必要である。 

以上、学校を取り巻く教育環境は大きく変化してきていることから、将来の

区立学校における教育環境について幅広く調査・検討を行うことが必要である。 

 ＜審議事項＞ 

① 将来の就学人口動向等を踏まえ、地域とともに義務教育９年間の一貫教育

を一層推進していくうえで望ましい学区域、学校選択制、学校規模および

学校種・地域バランスのあり方について 

② ①を踏まえた今後の学校改築の考え方について 

③ 上記事項を実現するための方策について 

＜審議期間＞ 

適宜中間報告のうえ、平成 30 年３月までに諮問事項に関する答申をお願いしたい。 

写 
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品川区学事制度審議会設置要綱 

制定 平成１９年８月１日 教育長決 定 

要綱第１２号 

改正 平成２１年３月９日 要綱第 1 号 

改正 平成２８年８月５日 要綱第４８号 

 （設置） 

第１条 品川区立学校設置条例（昭和 57 年品川区条例第 37 号）に基づき設置

した学校（以下「区立学校」という。）における良好な教育環境の確保に向け、

区立学校に係る学事制度について調査・検討するため、品川区学事制度審議

会（以下「審議会」という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第２条 審議会は、教育長の諮問に応じ、次の事項を審議し、その結果を答申

する。 

（１） 区立学校の学事制度の調査研究に関すること。 

 （２） 区立学校の学事制度の適正化に関すること。 

（委員） 

第３条 委員は、次の各号に掲げる者のうちから、教育長が委嘱する。 

（１） 学識経験者 

（２） 区民代表 

 （３） 区立学校代表 

 （４） 前３号に掲げる者のほか、教育長が必要と認める者 

２ 委員の任期は、教育長が委嘱した日から、教育長の諮問に係る答申の日ま

でとする。ただし、補充委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（委員長および副委員長） 

第４条 審議会に、委員長および副委員長を置く。 

２ 委員長は委員の互選により、副委員長は委員長の指名により選任する。 

３ 委員長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代

理する。 

（会議） 
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第５条 審議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができな

い。 

２ 会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長

の決するところによる。 

３ 教育長は、必要に応じ、会議に出席し、意見を述べることができる。 

４ 会議は、非公開とする。 

（資料提出等の要求） 

第６条 審議会は、その所掌事務の遂行に関し、教育委員会事務局等関係部署

に資料の提出、説明その他必要な協力を求めることができる。 

２ 審議会は、必要に応じて、委員以外の者に会議への出席を求め、意見を聴

取することができる。 

（部会） 

第７条 審議会は、特定の事項に関する調査研究が必要と認めるときは、部会

を設置することができる。 

２ 部会の構成員は、審議会の同意を得て、委員長が決定する。 

（庶務） 

第８条 審議会の庶務は、教育委員会事務局庶務課において処理する。 

（委任） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、委

員長が別に定める。 

   付 則 

 この要綱は、平成１９年８月１日から適用する。 

   付 則 

 この要綱は、平成２１年４月１日から適用する。 

   付 則 

 １ この要綱は、平成２８年８月５日から適用する。 

 ２ この要綱は、教育長の諮問に係る答申の日にその効力を失う。 
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品川区学事制度審議会 委員名簿（敬称略）

氏 名 選出区分 役 職※ 任 期

委員長 名和田 是彦 学識経験者 法政大学 教授

副委員

長

窪田 眞二 学識経験者 筑波大学 教授

樋口 直宏 学識経験者 筑波大学 教授

委 員

金子 正秀 区民代表 区政協力委員（品川ﾌﾞﾛｯｸ会長） 平成 30 年 1 月 26 日から

溝口 晴三 区民代表 区政協力委員（品川ﾌﾞﾛｯｸ会長）
平成 29 年 9 月 8 日から

平成 30 年 1 月 25 日まで

保科 義和 区民代表 区政協力委員（品川ﾌﾞﾛｯｸ会長） 平成 29 年 9 月 7 日まで

矢野 公俊 区民代表 区政協力委員（大崎ﾌﾞﾛｯｸ会長）

髙林 正敏 区民代表 区政協力委員（大井八潮ﾌﾞﾛｯｸ会長）

三瓶 恭生 区民代表 区政協力委員（荏原ﾌﾞﾛｯｸ会長）

小宮 佳美 区民代表 校区教育協働委員

巻島 淳子 区民代表 校区教育協働委員

村田 丈一 区民代表 校区教育協働委員

秋廣 誠一 区民代表 小学校ＰＴＡ連合会会長

木下 晴夫 区民代表 中学校ＰＴＡ連合会会長

矢田 雅久 区立学校代表 小学校校長会会長

佐藤 勝 区立学校代表 中学校校長会会長

山口 晃弘 区立学校代表 義務教育学校長会会長

 ※役職は委員就任時のもの

氏 名 職 名

事務局

中島 豊 教 育 長

本城 善之 教育次長 

品川 義輝 庶務課長

篠田 英夫 学校計画担当課長

有馬 勝 学務課長

熊谷 恵子 指導課長

大関 浩仁 教育総合支援センター長（平成 29 年 4 月 1 日～）

村尾 勝利 教育総合支援センター長（～平成 29 年 3 月 31 日）

横山 莉美子 品川図書館長（平成 29 年 4 月 1 日～）

木村 浩一 品川図書館長（～平成 29 年 3 月 31 日）

山本 修史 指導課統括指導主事

堀井 昭宏 教育総合支援センター統括指導主事（平成 29 年 4 月 1 日～）

古澤 浩一 教育総合支援センター統括指導主事（～平成 29 年 3 月 31 日）

中山 武志 企画部長

柏原 敦 企画調整課長

堀越 明 地域振興部長

伊﨑 みゆき 地域活動課長

若生 純一 庶務課学校計画担当主査
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品川区学事制度審議会 開催経過 

回 日時・場所 議  題 

第１回

平成 28 年 10 月 27 日（木）

午後 3 時～5 時

区役所第二庁舎 5 階

251・252 会議室

1. 委員委嘱・正副委員長の選任

2. 諮問

3. 審議の進め方・スケジュールについて

4. 品川区の学校教育環境の現況報告

第２回

平成 28 年 12 月 1 日（木）

午後 5 時～7 時

区役所第三庁舎 5 階

353・354 会議室

1. 品川区立学校の適正規模について

2. 品川区の教育政策に関するアンケート

調査（案）について

第３回

平成 28 年 12 月 20 日（火）

午前 9 時 30 分～11 時 30 分

区役所第二庁舎 6 階

261・262 会議室

1. 品川区立学校の適正規模について

2. 品川区立学校の学区域について

第４回

平成 29 年 1 月 27 日（金）

午前 9 時 30 分～11 時 30 分

区役所第二庁舎 4 階

災害対策本部室

1. 品川区立学校の学区域について

第５回

平成 29 年 2 月 7 日（火）

午前 9 時 30 分～11 時 30 分

品川区立 豊葉の杜学園

北棟 4 階 被服室

※学校視察を兼ねて実施

1. 品川区立学校の学区域について

2. 品川区の教育政策に関するアンケート

調査集計速報について

第６回

平成 29 年 3 月 16 日（木）

午後 1 時 30 分～3 時 30 分

中小企業センター4 階

大会議室

1. 品川区立義務教育学校の学事制度等のあ

り方について

第７回

平成 29 年 4 月 19 日（水）

午後 2 時～4 時

区役所第二庁舎 4 階

災害対策本部室

1. 品川区立義務教育学校の学事制度等のあ

り方について

2. 区民アンケートの集計結果について

3. 品川区の学校選択制について

第８回

平成 29 年 5 月 17 日（水）

午後 3 時～5 時

区役所第二庁舎 4 階

災害対策本部室

1. 品川区の学校選択制について

第９回

平成 29 年 6 月 15 日（木）

午前 9 時 30 分～11 時 30 分

区役所第二庁舎 4 階

災害対策本部室

1. 品川区の学校選択制について
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回 日時・場所 議  題 

第１０回

平成 29 年 7 月 28 日（金）

午後 1 時～3 時

区役所第三庁舎 5 階

353・354 会議室

1. 品川区立学校の学校種・地域バランスに

ついて

2. 今後の学校改築の考え方について

3. 「学事制度審議会に関する区政協力委

員の意見調査」の報告について

第１１回

平成 29 年 8 月 22 日（火）

午後 3 時～5 時

区役所第二庁舎 6 階

261・262 会議室

1. 中間答申（案）について

第１２回

平成 29 年 9 月 8 日（金）

午前 9 時 30 分～11 時 30 分

区役所第二庁舎 6 階

261・262 会議室

1. 中間答申（案）について

第１３回

平成 29 年 9 月 29 日（金）

午後 4 時～5 時

区役所第二庁舎 4 階

災害対策本部室

1. 中間答申（案）について（答申文の確認）

2. 中間答申

第１４回

平成 29 年 11 月 13 日（月）

午前 9 時～10 時 30 分

区役所第二庁舎 4 階

災害対策本部室

1. 中間答申に対するパブリックコメント

意見について

2. 中間答申に関する教育委員の意見につ

いて

第１５回

平成 29 年 12 月 15 日（金）

午前 9 時 30 分～11 時 30 分

区役所第二庁舎 5 階

251・252 会議室

1. 最終答申に向けた諸課題の整理

(1) 義務教育学校に関する検討事項

(2) 学校規模に関する課題と対応等

第１６回

平成 30 年 1 月 19 日（金）

午前 9 時 30 分～11 時 30 分

区役所第三庁舎 5 階

353・354 会議室

1. 最終答申に向けた諸課題の整理

(1) 学校選択制に関する検討事項

(2) 学区域に関するシミュレーション等

第１７回

平成 30 年 2 月 6 日（火）

午前 9 時 30 分～11 時 30 分

荏原第五地域センター2 階

第１集会室

1. 最終答申（案）について

2. パブリックコメント意見に対する回答

（案）について

第１８回

平成 30 年 3 月 2 日（金）

午前 9 時 30 分～11 時 30 分

区役所第二庁舎 5 階

251・252 会議室

1. 最終答申（案）について

2. パブリックコメント意見に対する回答

（案）について

第１９回

平成 30 年 3 月 22 日（木）

午後 4 時～5 時

区役所第三庁舎 5 階

353・354 会議室

1. 最終答申（案）について（答申文の確認）

2. 答申
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